
                                    

 

 

 

 

令和 ７年８月５日 

物流・自動車局物流政策課 

物流・自動車局貨物流通事業課 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の

一部を改正する法律の施行に伴う関係政令を閣議決定 

 

 

 

 

 
 
 

１．背景 

物流の「２０２４年問題」に対応し、物流の持続的成長を図るための「流通業務の
総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法
律」（以下「物流改正法」という。）が、令和６年５月１５日に公布され、令和７年
４月１日に一部を除き施行されました。 

今般、同法の一部の施行期日を定めるとともに、その施行に必要な規定の整備を行
うための政令を制定します。 

 

２．概要  

① 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一
部を改正する法律の一部の施行期日を定める政令 

以下の事項に係る物流改正法の施行期日を令和８年４月１日とする。 
・ 特定事業者（※）に対する中長期計画の作成や定期報告等を義務付け【物効法】

※日本全体の貨物量の半分程度をカバーする大手荷主、倉庫業者、トラック事業者等  
・ 特定事業者のうち荷主には、物流統括管理者の選任を義務付け  等【物効法】 

 
② 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一

部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 
・ 特定事業者の指定に係る重量等の基準を定める。 
・ 特定荷主等に対する命令に際し意見を聴く審議会を定める。 
・ 特定荷主等の指定、届出の受理、監督等に関する荷主事業所管大臣の権限を、

地方支分部局の長に委任することとする。 
・ その他、関係政令においても条項ずれ改正等の所要の改正を行う。 

 
３．スケジュール   

  公布：令和７年８月８日（金） 
施行：令和８年４月１日（水） 

 

 

 

 

令和６年５月に公布された「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」（令和６年法律第２３号）の一

部の施行期日を定める政令及びその施行に必要な規定の整備を行う政令が、本日、

閣議決定されました。 

【お問合せ先】 

物流・自動車局物流政策課 五十嵐、竹内 

連絡先：5253-8111（内線 41-874）、5253-8801（直通） 

物流・自動車局貨物流通事業課 佐々木、三浦 

連絡先：5253-8111（内線 41-323）、5253-8575（直通） 


